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　カリフォルニア州は，危機妊娠センター（crisis pregnancy center; CPC）を
規制する目的で，生殖の自由，責任，説明責任，総合医療及び透明性に関す
る法律（The California Reproductive Freedom, Accountability, Comprehensive 
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いると理解しうる。個人の主観的権利には還元できない，学問的体系により
統合された知識コミュニティを想定し，その専門職的自律に国家は敬譲しな
ければならないという客観法原則を導出しているのである。
　知識コミュニティへの敬譲を要求する客観法原則は，制度構築の裁量統制
として機能する。それは国家による免許・資格付与と連動する言論強制の制
度化を限界づけるのである。専門家が何を助言するべきか，いかなる知識が
正確とみなされるか，そして専門家の助言が違法とされる水準に関する規範
は，知識コミュニティが決する制度でなければならない。知識コミュニティ
理論はこれを敬譲の客観法原則から要求すると位置づける方が良い。
　（3）　主観的権利アプローチは制度の限界を厳格審査によって限界づけよ
うとする。立法目的を達成するために採用された手段の必要最小限度性，あ
るいは綿密に設えられているか否かの審査は，具体の法制度がいかに設計さ
れているかを問うことになる。
　厳格審査基準は，見解差別を許さないため，国家の立場に一致する見解を
助長したり，一致しない見解を抑圧したりすることは違憲となる。助言内容
への容喙が，厳格審査基準をパスするといえるためには，科学的正確性が少
なくとも要求されるはずである。そして科学的正確性を判定できるのは国家
ではなく，学問体系に属する専門家である。
　制度設計の裁量を統制する客観法原則を専門職言論理論として位置づけれ
ば，厳格審査基準をパスする制度とは，結局のところ，専門職言論理論とい
う客観法原則に適合する制度と一致するといえよう。
　（4）　以上みてきたように，専門職言論を類型化することの法的意義は，表
現の自由の客観法原則としての側面を析出し，厳格な統制に服させることに
あるといえる。客観法原則として知識コミュニティ理論を活用することと，
主観的権利の側面から厳格審査基準を適用することとは，同心円を描いてい
るが，円の中心からの距離は同じではない。両者の連携と齟齬に関する検討
は今後の課題である。
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